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（３）経営改善策の検討状況 

 

  ア 受水費 

     県水道局に受水費の低減について打診したところ、県の水道料金の改定時でなければ、受水料金は変えられ 

    ないと回答がありました。引き続き、県水道局の動向に留意しつつ、県水の料金の改定時に協議してまいりま 

       す。 

  イ 水源の活用 

    千葉市の水利権の活用ができるよう、千葉県水政課、県水道局と協議を行っていきます。 

  

  

 繰入金推計 【過年度内部留保資金（折れ線グラフ）及び繰入金(一般会計繰入金、新たな繰入金）（棒グラフ）の推移】 

２ 一般会計繰入金 

 
 

１ 事業の現状 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
 

（２）第３次拡張事業 

 

     未給水区域であった若葉区の一部（泉地区）を給水区域とするため、平成１５年４月に厚生労働省から認可を 

   受けて整備を進めている事業で、２６年度末の進捗状況は、事業費ベースで４５．１％となっています。 

    第３次拡張事業で必要となる新たな水源として、平成１６、１７年度に千葉県企業庁が保有する霞ヶ浦開発事業に 

     係る水利権、房総導水路事業に係る施設利用権（以下「水源」といいます。）を取得しました。 

    この水源を、県・市共同建設の浄水場にて高度処理した水を供給することになっています。 

    しかし、千葉県水道局（以下「県水道局」といいます。）は福増浄水場エリアの水需要が伸びないことから、 

   浄水場建設時期も明確に示していないため、市水道局は不足する水量を県水道局より受水し、受水費(毎年 

   約７億円）を支払っています。  

 （１）これまでの一般会計繰入金 

 
    水道料金等は、市民負担の公平性を図るため、市内の給水人口の約９５％に給水を行っている県水道局と 

    同一料金としています。 

      このため収益的収支では、供給単価が給水原価を下回り、その不足財源を一般会計からの繰入金により補い、 

       収支均衡を図っており、平成２７年度まで毎年度約８億円の繰入金を受けてきました。 

 

（２）新たな繰入金 

 
    資本的収支では、取得した水源に係る企業債償還金は毎年度増加していくものの、水源が活用できないこと 

   から、建設仮勘定から無形固定資産への振り替えができず、減価償却が行えない状況であり、企業債償還金に 

   充当すべき損益勘定留保資金（以下「内部留保資金」といいます。）が発生しないことから、水源以外の水道 

   施設から発生している過年度分の内部留保資金を取り崩し、資本的収支差額を補てんしてきました。 

    しかし、平成２８年度には内部留保資金が底をつき、資本的収支に約４億円の資金不足が見込まれること 

   から、県水道局からの受水を継続した場合、次期計画期間の平成３２年度まで資本的収支において年平均 

   ６．３億円の資金不足が生じる見込みです。 

    そのため、平成２８年度以降の一般会計の繰入金総額は、年平均で１４．８億円が必要になると見込まれて 

   います。 

（１）水道事業の経緯 

 
   昭和４４年 ７月 簡易水道事業を引き継ぐ。（土気町との合併による） 

   昭和４９年１２月 第１次拡張事業認可（土気、大椎・板倉、越智地区の簡易水道事業統合） 

   昭和５９年 ５月 房総導水路施設利用権を取得（4,900㎥/日） 

   昭和６０年 ３月 霞ヶ浦導水事業水利権を取得（4,900㎥/日） 

     昭和６０年 ３月 第２次拡張事業認可（土気地区全体への給水地区拡大） 

   平成１５年 ３月 第３次拡張事業方針決定 

     平成１５年 ４月 第３次拡張事業認可（若葉区泉地区への給水のため） 

    平成１７年 ３月 霞ヶ浦開発事業の水利権を取得（28,800㎥/日）  

   平成１８年 ３月 房総導水路の施設利用権を取得（28,800㎥/日） 

   平成２３年 ２月 霞ヶ浦導水事業から撤退を表明 

           （国土交通省より霞ヶ浦導水事業について、ダム事業の再検証手順に基づく参加継続の 

                       意思の有無について確認要請があり、「参加継続の意思なし」と回答。） 

   平成２３年 ８月 霞ヶ浦導水事業への参画中止のため、事業再評価を行い「千葉市水道事業運営協議会」に 

                       諮り「当該事業への参画は中止が妥当である。」との審議結果を得た。 

   平成２３年１０月 厚生労働省へ「事業再評価」の審議結果を報告。    

 

                                                                                                                                                                                                                           

資料３ 

     水道事業の継続的な経営の維持を図るためには、財源を一般会計繰入金に依存せざるをえない 

  状況のため、資本的収支における資金不足に対する新たな繰入金を要望しています。 

 

 

３ 平成２８年度予算要求について 

（３）水源確保に要した費用

計

取得額は、事業毎に単位未満四捨五入で記載しています。

計
事業名

事業主体

取得額

霞ヶ浦開発事業 房総導水路事業

独立行政法人　水資源機構 独立行政法人　水資源機構

８７億円 １１１億円

国土交通省

霞ヶ浦導水事業

４億円 ２０２億円

４億円 　１１億円   １５億円 4,900 ㎥/日

28,800 ㎥/日

2拡

3拡

内
訳 ８７億円 １００億円 １８７億円

 整備する主な施設

　計画給水区域

　計画給水区域内人口

　計画給水人口

　普及率 ９８．５０　％

７８，１００　人

７９，３００　人

　目標年度 平成２７年度

内　　　容

　　　       千葉市分　３３，７００ ㎥/日

３３，７００　㎥

２６，８００　㎥

９６．４０　％

項　　　目

平成１５年４月１１日

内　　　容

　認可年月日

項　　　目

  　事業費 ４６０　億円

　①　県市共同建設の浄水場（高度処理）

水源

水利権
　①　霞ヶ浦導水事業　　 ４，９００ ㎥/日

　②　霞ヶ浦開発事業　 ２８，８００ ㎥/日

　○　房総導水路事業 　３３，７００ ㎥/日施設利用権

　②　送水施設

　　　（計画浄水場から計量施設まで）

　③　給水場（高根給水場、８，０００ ㎥/日）

　④　配水管　∅ 75～400　  Ｌ=１２３ ｋｍ

　緑区土気地区及び若葉区泉地区
　　　　　　　　　８０．２８ ㎢

　拡張区域：若葉区泉地区
　　　　　　　　　４８．８１ ㎢

　有収率

　計画1日最大給水量

　計画1日平均給水量

 ※供給単価：年間の水道料金収入を有収水量で割り返した単価。

 ※給水原価：水１㎥を作るために必要な費用。

参考：平成２６年度 供給単価と給水原価（税抜額）

※給水原価 差額

千葉市 202.56円 388.80円 △ 186.24円

千葉県 201.43円 181.85円 19.58円

※供給単価
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（凡例） 
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